
令和５年
２月２日 一般社団法人企業主導型保育連盟からの、①従業員枠の柔軟化、②自社従業員枠の柔軟化、③児童の出

席日数要件（16日ルール）の緩和、④総定員の弾力措置、の提案に対し、内閣府から、制度趣旨の変更や
追加財政支出を伴うものであり、全て対応は困難である旨、回答・公表。（参考資料１）

２月28日 国家戦略特区WGにおいて、一般社団法人企業主導型保育連盟からヒアリング。（参考資料２）

３月10日 国家戦略特区WGにおいて、内閣府から以下のように説明。（参考資料３）
・企業主導型保育事業は、従業員の福利厚生として、平成28年度より政府の待機児童対策である「子育て安心プラン」等に基づ
き、保育の受け皿整備に向けて取り組んできたところ。

・そのため、事業主拠出金のみを財源としており、事業の運営や予算等については経済団体と協議を行い、御理解を得られたも
のを実施している。

・制度趣旨の変更や追加財政支出を伴う事項については、対応は困難。

→中川雅之WG座長（日本大学経済学部教授）より以下のように発言。
「説明が追加的な財政措置が取れないということと、それから、その制度の趣旨からということをお伺いして、基本的にお伺いできたのはその２点

だけだったように私は思います。」「最初の取決めと違うというのは分かりますけれども、その取決めにつきまして本当にそういうことを、今回

提案のあったことをやってはいけないという取決めになっているのかというのは、少し私は確認したいなと思います。おそらく、ワーキングの委

員の先生方は、これは社会的には、多分その事業主とか企業とかそういった方にも非常に良い提案であるにもかかわらず、それが最初の取決めに

明示的に入っていないからといってそれを否定するような合意があったとは思えないということをおっしゃっているのだと思います。（中略）ど

こまで合意されているのかということをきちんと確認したいと思いますし、さらにはそれを超えて企業と再交渉ということが考えられないのかと

いうことは少し柔軟に考えていただきたいと私は思いました。」

国家戦略特区からの企業主導型保育事業に対する提案について

１．経 緯

１．新たに講ずべき具体的な施策

（ⅱ）その他の規制改革事項

⑰（企業主導型保育事業の規制改革）

・企業主導型保育事業における従業員枠等の在り方について、本事業の趣旨を踏まえつつ、事業主拠出金を負担する事業主団体との

協議を行い、その上で2023年度中に具体的な検討を行う。

２．「国家戦略特区において取り組む規制改革事項等について」（抜粋）（６月１日国家戦略特区諮問会議決定）
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（参考資料１）
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R5.2.28WGヒアリング　一般社団法人企業主導型保育連盟提出資料 
②企業主導型保育事業の規制改革について

（参考資料２）　



2



3



4



5



6



7



1

R5.3.10WGヒアリング　内閣府提出資料 
①企業主導型保育事業の規制改革について

（参考資料３）
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